
 

令和５年度「都道府県・市区町村等日本語教育担当者研修」 

募集案内 

 

１ 趣 旨 

我が国に在留する外国人は、社会や経済の国際化の一層の進展に伴い、今後、ますます増加する

ことが予想される。このような状況の中、令和元年６月には「日本語教育の推進に関する法律」が

公布・施行され、令和２年６月には「日本語教育の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進す

るための基本的な方針」が閣議決定された。国及び地方公共団体は、外国人等が円滑に日本社会の

一員として安心・安全な生活を送ることができるよう、連携して日本語教育を推進していく必要が

ある。この研修では、都道府県・市区町村等の日本語教育の担当者を対象とし、各域内における日

本語教育施策等の企画・立案能力の育成・向上を目的として、研修や意見交換を実施する。 

 

２ 開催日時 令和６年２月１５日（木）１３：００～１７：３０（４時間３０分） 

 

３ 主  催 文化庁（運営：株式会社フォワード） 

 

４ 方  法 オンライン（ウェブ会議システムZoom）により開催 

 

５ 対  象 

都道府県及び市区町村において地域における日本語教育を担当する職員やコーディネーター等 

 

６ 申込・問合せ 

（１）申込 

 下記の申込フォームで受付を行う。（締切：２月１３日（火）） 

  https://docs.google.com/forms/d/1SetvV4Ybqf4FqG1dKCQ8TKOuadOrkzbCymuKoNJAHmE/edit 

 

 （２）問合せ 

  株式会社フォワード 

  電 話 ０１２０－７３３－０８２ 

  メール info.fw.sdgs@gmail.com（本研修申込用） 

 

７ 定員 先着１５０名。 

１団体1名の出席に限る。（地方公共団体とその連携団体は別のものとする。） 

 

８ 内  容   

テーマ「各自治体の特徴を捉えた日本語教育施策の立案の方法」 

～日本語教育施策の動向と域内のニーズを踏まえて～ 

 

① 開会挨拶（５分） 

 

② 施策説明（５０分） 

文化庁国語課／総務省自治行政局国際室／文部科学省総合教育政策局国際教育課／出入国在留

管理庁政策課外国人施策推進室（資料配布） 

 

③ 報 告  

文化審議会国語分科会日本語教育小委員会における審議内容について（１５分） 

日本語教育の適正かつ確実な実施を図るための日本語教育機関の認定等に関する法律について 



（１０分） 
・文化庁国語課 
 

④ 基調講演等（４０分） 

  ⅰ 最近の日本語教育に関する政策の動向～政策文書から読み解くその目的～（３０分） 

  ・福島 青史氏  早稲田大学大学院日本語教育研究科 教授 

文化審議会国語分科会日本語教育小委員会「日本語教育の参照枠」補遺版の検討に関するワーキンググループ協力

者（令和４～５年度） 

文化庁「生活者としての外国人」のための日本語教室空白地域解消推進事業企画・評価会議委員（令和４年度～） 

 

ⅱ「日本語教育の参照枠」の活用に向けた情報提供 文化庁国語課（１０分） 

 

⑤ 実践報告・質疑応答（１時間５分） 

i ニーズを踏まえた基本方針の策定とそれを生かした事業展開の構想 （２０分） 

【新潟県】（地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業活用） 

 ・新潟県知事政策局国際課 政策企画員                津留崎 充彦氏 

 

ⅱ 都道府県と市区町村が密接に連携した包括的な日本語教育の実施体制構築（２５分） 

【長崎県・島原市】（地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業活用） 

    ・長崎県国際課 係長                       杉本 真理氏 

・島原市政策企画課 課長補佐                   吉川 洋祐氏 

 

ⅲ 人材育成と人材の確保を念頭に置いた体制構築（２０分） 

【長野県】（地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業活用） 

    ・長野県県民文化部文化政策課・多文化共生パスポート室 主任    花岡 沙代氏 

    ・長野県 総括コーディネーター                  佐藤 佳子氏 

 

⑥ 意見交換（１時間５分） 

・実践報告者（新潟県・長崎県・長野県）別に意見交換 

 

⑦ 情報提供（１０分） 

  日本語学習サイト「つながるひろがる にほんごでのくらし」追加コンテンツ紹介 

  ・ＴＯＰＰＡＮ株式会社 

  

６ 日 程 

 
 

  

 

 

 

 

 

 

７ その他 

・本研修の参加費は無料とする。 

・申込時に、「⑥意見交換」において参加希望するグループを第２希望まで指定すること。締切後

調整の上、後日連絡する。 
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・参加者には前日までにアクセス用URLを送信する。 

・本研修の参加対象の都道府県及び市区町村の職員やコーディネーター等には、施策の推進のた

めに地方公共団体と連携する団体の職員やコーディネーターを含む（地方公共団体と相談の上、

申し込むこと）。なお、本研修の対象者は地方公共団体等において、日本語教育事業の推進をし

ている職員やコーディネーター等とし、日本語指導を行っている者等は含まない。 

 
【参考】（研修において紹介予定） 

○令和２年度「地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業」事例報告書（令和３年２月発行） 

https://www.bunka.go.jp/seisaku/kokugo_nihongo/kyoiku/chiikinihongokyoiku/pdf/93664401_01.pdf 

○「生活者としての外国人」のための日本語学習サイト 

「つながるひろがる にほんごでのくらし」（通称：つなひろ） https://tsunagarujp.bunka.go.jp/          


